担保不動産収益執行と相殺との優劣 by 清原 泰司
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他方， r法定果実z 賃料j に対する抵当権の効力については，民法372条



























位権と棺殺の擾劣に関する最高裁(三小)王子成 13年 (2001年)3斥 13日判決













王子成 15年改正高官の良法 371条 1項は， i前条ノ規定ハ果実ニハ之テ適用セ
ス但抵当不動産ノ差押アリタノレ後又ノ、第三取得者カ第 381条ノ通知テ受ケタ
ノレ後ハ此臨ニ在ラスj と規定していたc そのため，間競定にいう f果実jの
中に f法定果実jが含まれるか否かについて見解が分かれた。
民法起草者4)，特例J(最判{二小〕王子成元年[1ヲ例年)10 R 2i日判決・民集43巻
9号 10iO頁)[以下， I長支半日王子成元年j という〕および通説5)は， 平成 15年改正前
の民法371条は，抵当権の効力が抵当不動産の「付加一体物Jに及ぶと定め
3 
た民法 370条を受けた例外規定て、あるため， r果実Jとは有体物である f天
然果実jのみを指す一方，抵当不動産使用の対鋸である「法定果実jは，抵






















































































































































(ク) 保証金:3億 1500万円(以下.I司王子!こ保証金j という )0Aは， Yに対
















(7) Yは，平成 18年 7月から同 19年2月までの間，毎月末日までに，
各翌月分である向 18年 8月分から同四年 3月分までの 8か月分の賃料の一
部弁済として各 367万 5000円の合計 2940万円(消焚貌穏当額 140万円を含む
額)をXに支払った。
(8) 平成 18年 7月5日， Yは， Aに対し，本件保証金返還残債権 2億
9295万円を自動債権とし，再生存 7月分の賃料債権 735万円 Ci荷主主税相当額35
さら
に， Y は，原審口頭弁論終結演前の悶 19年 4丹2日，本件保証金返還残債
権2能8560万円を自働債権とし，同 18年 8月分から悶 19年 3月分までの
8か月分の賃料残債権各 3677}5000円の合計2940万円(浴室主税相当者喜140万
円を合む綴)営受働{棄権として対当額で相殺する旨の意思表示(以上， i個別の










(10) 第一審・甲府地裁平成 18年 12月20B判決(金融・商事特例 1340号
10 
担保不動産収益執行と相殺との後劣
62 J[)は， Yの忽括的相殺の主張を認め， Xの請求を棄却した。 X，設訴。





















済後の残額2800万円の合計 3500万円並びに悶 18年 7月分の賃料 700万円
11 
に対する遅延損害金の支払合認める誤度で， X
( i ) 本件相殺(包括的棺殺)の効力について
Y(ま，平成 9年 11月20日， Aとの間で本件賃貸借契約そ締結し， 3億
1500万p:jの本件保証金返還請求権を取得し， C市が間 18年 2丹 16臼に A
に対し行った滞納処分により，本件保証金返還請求権の全額について弁済期














多 Yは，個別の相殺として， Aに対し， 0平成 18年 7月3日付け内容
証明郵捷において，本件保証金返還請求権残金2憶 9295万丹念自働債権と








































































































































第一審(京都地裁王子成 11王手[1999年J2月15日判決・民芸名 55巻2号 387:i'f，会滋・
















































































































































































































したがって，わざわざ f賃料j を目的物の f付加物(派生物)J として， r代
欝物jから怪別そすることに実益はない25)。手続法上も，物上代位権の行
使は，客体が伺であれ，すべて「讃務不履行jの発生が条件である(渓泰執














































































































































f第三債務者jを f第三者Jの中に告摂することは，民法 304条 1項ただし

























































































































































所により f損保不動車収益執行の開始決定J(民務執行法 188条・向 93条1演)
がなされると，その効力は，第三債務者に対する送達された特に生じ(民家












































































































































るc 以上が民法304灸 l項が定める物上{-I;;i位制度のさま本構造である。 したがって，
第三銭務者の二滋弁済の危険を否定する見解は，物上{-I;;{立の基本構造ぞ全く理解し
ていない見解である(消厳若手湾 f保険金請求権に対する質擦と抵当権lこ基づく物上
代位権の優劣Ji'者Ll法学35巻 l号57]主の浅 19)[2011年〕参照)c 
2) 浴涼若手渇「抵当権の物上{-I;;{立と拐殺の優劣……ー 最高裁of-成 13王手 3月 13臼判決を
めぐって一一j市民と法 10号7頁 (2001年)，同「やj批j銀行法務21・592琴別












檎 民法婆義巻之二物機穏 5131'[ (有斐閣議涛， 1911年))と述べ，民法371条










5) 我妻栄?案可訂 担保物権法(民法諮季語 III)J 275]室(岩波謬J;5， 1968年)，検木
塁塁・高木多喜5ち子担保物権法〔第三絞)j262頁(有妥協， 1982年)。
6) 被yド護霊綴n主釈民法 (9)(増補補言I絞)J48支〔在意沢修)(有斐閣， 1982年)，鈴木

















担保法lこ関わる部分をや心{こ一一」金滋法務撃情 1687号 19賞以下 (2003年)，近江























14) 谷口ほか・官官掲注 11)NBL 45]主，悶 5改正 担保・執行法の解説 54J[，進士・
稲悶・吉日掲注 11)44 J[，小池一利 f改正民事執行法・規則と東京t也方裁判所執行部
の滋湾イメージj判例タイムズ 1135号 38]芝の※34および※35(2004年)0
15) 主主'fiJ平成 21年の評釈として，以下の論考がある。生熊長率吋j批j民商法雑誌
141巻4・5号485頁 (2010年)，向・ジュリスト 1398号 87J[ (2010年)，藤津治
奈「判批j法学教室主 353号別問 f判傍セレクトJ2009 (1] 16頁 (2010年)，悶「判
批j立教法務研究 3号 133頁 (2010年)，吉永一行「籾批j法学セミナ-663号 120
3主(2010i1')， 石毛利夫「判長七j銀行法務 21・59J[ (2010年)，上河内千香子「半日
批j金融・衡家事IJf7JJ1341号 8貰 (2010年)， iN杉英将・鈴木i肖太 f半u批j渓挙研修
(みんけん)640号 17頁 (2010年)，菱自土産郷「判批j宇u例評論617号 188頁 (2010
年)，深)11谷伎昨日批j法律詩毅82巻8号 114J[ (2010年)，内山徳次昨日批j法
律終報別冊 f私法判例ワマークスJ41号 126頁 (2010年)，松岡久和「判批j現代
民事判例l研究会編 5民事判例 1 2010年前期J168頁(臼本評論社， 2010 i手)，渡
辺森児坤j批j法学研究 83巻 6号 97J[ (2010年)，新チi二関「粉批H虫協ロー・ジャー





7頁， 9 J!i (2010年)。

























また， ~公開教授は，長支平日王子成 13 年{こっき， i主主押え前の食料債権処分の有効性を
認める点、でふ二段階主主殺説~採用したと述べているが，格殺{ま，第三三債務者(気街
ノ¥，)がその一方的意思表示そもってする第三i院務者の縫利であり， j債務者(賃貸
人)が行う処分ではない(杉原郊彦 f半Ij終J 最潟裁判所判例j解説 民家綴 王子成
13年度(J二).1265 J!i (法曹会， 2004年))から，二段階基準設を採用しているので
はないc 最判平成 13 年は，単純に，物上{-~佼権を行使していない抵当権者に対し
て，第三銭務者は相殺をもって対抗できる， という当然の警察翌担金述べているだけで
ある。
20) 民法 3i2条立法の沿慕と童話旨については，清原・前掲注9)4頁以下 (2004年)。
21) 清原泰司?物上代位の法理.156 J!i (民事法研究会， 19ヲ7年)。
43 
22) 高木多喜男 F鍛保物権法〔第4版J138 J[以下(有斐潟， 2005年)，内由貿『民
法1II[第2絞〕償援総論.li果物権j407頁(東京大学出版会， 2005年)，道垣内・



























「資料j も， r保険金j も，先取終権者(物j二代佼権者)保護のために価値代表物と
して認められているとする。
















行前lこも， また 304条 1項ただし議の皇室押え前lこも代替物ないし代後物lこ抵当擦の
効力が及んでいるのに対し，食料僚緩については，主主持え後lこ総当権の効力が及ぶ
とするのが最高裁判例(議!fIJ王子 13・3・13民集55差是2号 363Ji)であり，既に弱者の
































































32) 杉原・前掲注 19)26i 1'[。杉原調査官は， [可様のことを随所で述べている(杉原・
前掲注 lヲ)2691'[， 2iO支)。しかし，物上代佼縫lま，差押えを条件として代位物の
よに及ぶのではなく，差押え前から，代位物の上{こすでに及んでいるのであり，だ





34) 念熊主主幸子物上代位と収益管理J281 1'[ (有姿殴， 2003年)，内山・前掲注目)
12ヲ1'[0
35) 杉原・前掲i主19)266 ]言。
36) 杉原・前掲浅 19)26i 1'[。
37) 杉原・前掲注 19)2691'[以下。
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